
日本共済協会３０年のあゆみ(年表) 

西暦 月 日本共済協会のあゆみ 月 協同組合・保険業界・社会情勢 

1992 年 3 月 

4 月 

 

 

 

 

 

 

4 月 

6 月 

 

7 月 

 

12 月 

 日本共済協会設立発起人会 

 社団法人 日本共済協会結成 

・1959 年創設された共済保険研究会を改組する形で、7 団体[全共

連、共水連、全森連、全労済、全国大学生協連、日火連、全自共]

により発足 

・事務所は全共連ビル 

・創刊以来「共済と保険」誌を発行してきた共済保険研究会の事務

局は日本共済協会サービス事業部に移管 

 「日本共済協会ニュース(月刊)」(現「共済協会だより」)を創刊 

 全国トラック交通共済協同組合連合会(交協連)が会員加入(会員は

8 団体に) 

 共済団体職員研修会(基礎講座)を開始(初年度は他 3 回実施) 

 

 協会結成記念シンポジウム「経済活動と倫理-協同組合に期待する

もの」を開催(講師: 隅谷三喜男氏) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 月 

 

 

10 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 PKO 法(国際連合平和維持活動等に対する協力に関する

法律)成立 

 

 ICA(国際協同組合同盟)東京大会で環境問題に協同組合

全体で取り組む旨の「環境宣言」を採択 

1993 年 3 月 

 

10 月 

 日本共済協会発足記念論文集「共済事業と社会的貢献」を発行 

 

 「共済事業の会計と税務」を発行 

 

8 月 

 

 

 細川(非自民連立)内閣発足 

1994 年 3 月 

4 月 

 

4 月 

 

9 月 

 「共済事典」を発行 

 「日本共済協会ニュース」を改め、「ジェシア」を発行(会員相互の

理解を深める目的) 

 日本生活協同組合連合会(日本生協連)が会員加入(会員は 9 団体に) 

 

 ICMIF(国際協同組合保険連合)のオブザーバー会員となる 

 

4 月 

 

 

6 月 

 

 羽田内閣発足 

 

 

 村山内閣発足 

1995 年 2 月 

 

4 月 

 

 

7 月 

10 月 

 全国共済生活協同組合連合会(生協全共連) が会員加入(会員は 10 団

体に) 

 消費者・研究者からの共済への問合せ・相談窓口として「共済相

談コーナー」を開設 

 

 事務所を平河中央ビルへ移転 

 第 1 回「ファミリー川柳コンクール」を実施 

1 月 

 

4 月 

 

5 月 

7 月 

 阪神・淡路大震災発生(会員団体等は 1,552 億円の共済金・

見舞金を支った:1996 年版共済年鑑による) 

 全国自家用自動車共済協同組合連会が全国自動車共済協

同組合連合(全自共)に改称 

 改正保険業法成立(56 年ぶりの大改正) 

 PL 法(製造物責任法)施行 

1996 年 1 月 

 

4 月 

 

4 月 

 

4 月 

 

 

4 月 

6 月 

 

 

 

10 月 

 「共済年鑑」の発行と「ファミリー川柳コンクール」入選発表で

記者会見を実施 

 全国労働者共済生活協同組合再共済連合会(全労済再共済連)が会

員加入(会員は 11 団体に) 

 共栄火災海上保険相互会社と全国農業共済協会(NOSAI 全国)が賛

助会員として加入(賛助会員は 2 団体に) 

 第 1 回日本共済協会セミナー「新保険業法の施行と共済陣営の課

題」開催。以後、共済団体の職員だけでなく一般の方も対象に毎

年開催 

 結成 5 周年記念事業を実施 

 「日本の共済事業ファクトブック」を創刊 

 

 

 

 マレーシア協同保険組合(MCIS)とシンガポール NTUCINCOME を

表敬訪問 

1 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 月 

8 月 

8 月  

 

11 月 

12 月 

 橋本内閣発足 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 病原性大腸菌 O-157 による被害発生 

 損保の生保子会社 11 社設立 

 生保の損保子会社 6 社設立 

 

 金融市場改革宣言(日本版金融ビッグバン) 

 オレンジ共済組合事件(同組合倒産) 

1997 年 4 月 

 

4 月 

 

10 月 

10 月 

 全国中小企業共済協同組合連合会(中小企業共済)が会員加入(会員

は 12 団体に) 

 共栄火災しんらい生命が賛助会員として加入(賛助会員は 3 団体

に) 

 「ジェシア」を改め、「共済協会だより」を発行 

 ICMIF プエルトリコ総会へ出席 

4 月 

4 月 

 

 

 

 

11 月 

11 月 

12 月 

 日産生命破綻 

 消費税率 3%から 5%に引き上げ 

 

 

 

 

 北海道拓殖銀行破綻 

 山一証券破綻 

 介護保険法成立 

1998 年   3 月 

4 月 

6 月 

 

6 月 

7 月 

7 月 

10 月 

 NPO(特定非営利活動促進)法成立 

 介護保険法施行 

 金融システム改革法成立(銀行法、証券取引法、保険業法

などを一括改正) 

 金融監督庁発足 

 改正損保料率団体法施行(算定会料率の使用義務の廃止) 

 小渕内閣発足 

 金融再生関連法成立・施行 



10 月 

12 月 

 日本長期信用銀行破綻 

 日本債券信用銀行破綻 

1999 年  

 

9 月 

10 月 

 

 

 ICMIF ケベック総会へ出席 

 海外研修第 1 回「中国交流講座」実施 

1 月 

6 月 

 

 欧州単一通貨ユーロ誕生 

 東邦生命破綻 

 

2000 年 1 月  ホームページを開設  

4 月 

 

4 月 

4 月 

5 月  

5 月  

6 月  

7 月  

8 月 

10 月 

10 月  

 

 全共連(全国共済農業協同組合連合会)と都道府県共済農

業協同組合会が統合(以降略称を JA 共済連という) 

 森内閣発足 

 介護保険法施行(介護保険制度発足) 

 第百生命破綻 

 第一火災破綻(損保で戦後初) 

 雪印乳業製品食中毒事件発生 

 金融庁発足 

 大正生命破綻 

 千代田生命破綻 

 協栄生命破綻 

2001 年  

4 月 

 

 

11 月 

11 月 

 

 全森連が共済事業の新規契約引受を停止し既契約を森林国営保険

に移管することを議決したことから、正会員から賛助会員に変更 

 

 ICMIF ソウル総会へ出席 

 ICMIF 事務局長による特別講演会を東京で開催 

3 月 

4 月 

4 月 

9 月 

10 月 

11 月 

 

 東京生命破綻 

 小泉内閣発足 

 消費者契約法、金融商品販売法施行 

 アメリカで同時多発テロ事件 

 確定拠出型年金法(日本版 401k)施行 

 大成火災破綻 

 

2002 年 4 月 

5 月 

 

 

7 月 

 日本共済協会結成 10 周年記念事業を実施 

 10 周年記念シンポジウム「21 世紀における共済事業の地平を開

く」を開催 

 

 共栄火災が賛助会員から正会員になる 

4 月 

4 月 

 

 ペイオフ解禁 

 金融庁「金融業界団体における苦情・紛争解決支援モデ

ル」を決定(消費者保護のための中立公正な苦情・紛争処

理機関の設立に対する社会的要請が強まる) 

2003 年  

7 月 

7 月 

 

7 月 

 

10 月 

 

 事務所を新宿区三栄町に移転 

 共済相談所を開設(共済契約者等の苦情・紛争解決支援のため業界

団体における中立・公正な第三者機関として) 

 共済理論研究会の中に「『無認可共済』問題に関する研究部会」を

設置 

 ICMIF パリ総会へ出席 

4 月  共栄火災が相互会社から株式会社に改組、同時に JA 共済

連が筆頭株主となる 

2004 年 4 月 

 

6 月 

 「無認可共済」問題に関する研究成果を取りまとめ、共済理論研

究会で確認 

 全労済協会が会員加入 

 

 

6 月 

 

 

6 月  

 

 

 (財)全国勤労者福祉振興協会が(財)全国労働者福祉・共済

協会を統合し、(財)全国勤労者福祉・共済振興協会(全労

済協会)に改称 

 消費者基本法施行 

2005 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

11 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ICMIF シンガポール総会へ出席 

2 月 

2 月 

 

4 月 

4 月 

4 月  

4 月 

4 月  

4 月 

11 月  

 生損保業界とも保険金の未払い不払い問題が発覚 

 地球温暖化防止の京都議定書発効(二酸化炭素などの排

出削減を義務付け) 

 改正保険業法(保険の定義の変更等)が成立 

 改正農協法施行(共済事業の健全性の確保等) 

 JA 共済連・共同元受方式に変更 

 個人情報保護法の全面施行 

 ペイオフ全面解禁(預金保険 1,000 万円限度に) 

 兵庫 JR 福知山線脱線事故 

 マンションの耐震強度偽装が発覚 

2006 年 3 月 

 

 

 

 

 

 

7 月 

9 月 

9 月 

 消費生活協同組合における共済契約者保護の対応を公表 

 

 

 

 

 

 

 全国生活協同組合連合会(全国生協連)が会員加入 

 保険法検討会議設置 

 法制審議会保険部会に吉田常務理事が委員として参画 

 

4 月 

 

 

4 月 

 

5 月 

 

9 月 

 

 改正保険業法施行(保険の定義であった「非特定対象」を

削除。その結果、法律によらない自主共済、無認可共済

は規制。制度共済は適用除外とされた) 

 全労済再共済連が日本再共済生活協同組合連合会(日本

再共済連)に名称変更 

 会社法施行 

 

 安倍内閣発足 

2007 年  

 

 

 

 

 

 

 

4 月 

 

4 月 

 

 ADR 促進法施行(裁判外紛争解決手続の利用の促進に関

する法律) 

 改正中小企業等協同組合法施行(共済事業の健全性の確

保等) 



9 月 

 

9 月 

 「保険法の見直しに関する中間試案」に対する日本共済協会・基

本問題委員会の基本見解を意見表明 

 ICMIF ベルギー総会へ出席 

9 月 

9 月 

 

10 月 

12 月 

 福田内閣発足 

 金融商品取引法(証券取引法から改題)施行 

 

 郵政民営化スタート 

 銀行による保険窓販全面解禁 

2008 年 1 月 

 

 

4・5 月 

 

6 月 

 共栄火災しんらい生命保険株式会社が共栄火災海上保険株式会社

の子会社から富国生命保険相互会社の子会社に変更となったため

賛助会員を脱退 

 保険法案に関する衆参両院法務委員会にて日本共済協会として意

見表明 

 「共済と保険」誌 600 号発行記念祝賀会を開催 

 

3 月 

 

4 月 

 

6 月 

 

9 月 

9 月 

10 月 

 

 少額短期保険業制度についての移行期間終了(無認可共

済は少額短期保険会社として免許取得等の対応) 

 改正生協法・改正水産業協同組合法施行(共済事業の健全

性の確保等) 

 保険法(保険契約法)成立(商法から単行法化され共済契約

も適用対象とされた) 

 麻生内閣発足 

 サブプライムローン問題からリーマンブラザーズが破綻 

 大和生命破綻 

2009 年  

3 月 

 

 

 

 

 

 

10 月 

 

 日本生活協同組合連合会から共済事業部門を分離し、日本コープ

共済生活協同組合連合会が設立されたことに伴い、日本生活協同

組合連合会が脱退し、新たに日本コープ共済生活協同組合連合会

(コープ共済連)が会員加入 

 

 

 

 ICMIF トロント総会へ出席 

1 月 

 

 

 

 

5 月 

9 月 

9 月 

 アメリカ オバマ大統領就任 

 

 

 

 

 裁判員制度開始 

 民主党鳩山内閣発足 

 消費者庁発足 

2010 年 1 月 

 

 

 

 

6 月 

10 月 

 ADR 促進法に基づく法務大臣の認証を取得 

 

 

 

 

 全国森林組合連合会が賛助会員を脱退 

 全国大学生活協同組合連合会から共済事業部門を分離し、全国大

学生協共済生活協同組合連合会が設立されたことに伴い、全国大

学生活協同組合連合会が脱退し、新たに全国大学生協共済生活協

同組合連合会(大学生協共済連)が会員加入 

 

4 月 

4 月 

 

4 月 

6 月 

 

 保険法施行(共済契約にも適用範囲を拡大) 

 金融 ADR 法(金融商品取引法等の一部を改正する法律施

行(金融 ADR 制度創設) 

 第一生命、相互会社から株式会社へ改組 

 菅内閣発足 

2011 年 3 月 

 

 

 

 

 

10 月 

 「日本共済協会のあり方」および一般社団法人への移行方針決定 

 

 

 

 

 

 英国マンチェスターで開催された ICMIF 総会の特別セッションに

おいて後藤専務理事が「大災害発生時の対応と支援」について会

員団体を代表して報告 

3 月 

 

 

5 月 

 

9 月 

 東日本大震災 福島第一原発事故発生(日本共済協会の

会員団体等は 2012 年 3 月末時点において 1 兆 374 億円

の共済金・見舞金を支払った) 

 改正保険業法等の施行(認可特定保険業者としての事業

継続が可能に) 

 野田内閣発足 

2012 年 2 月 

 

 

3 月 

 

6 月 

9 月 

9 月 

 

10 月 

 

10 月 

 朝日新聞主催の朝日復興フォーラム「明日の日本へメッセージ：

新しい日本に向けて〜企業からの提言」で、後藤専務理事が震災

対応・支援について報告 

 4 大紙(朝日・毎日・読売・日経新聞)に東日本大震災に対する共済

の役割にかかる新聞全面広告を掲載 

 日本共済協会結成 20 周年記念事業を実施 

 2012 国際協同組合年(ＩＹＣ)全国実行委員会の委員として参画 

 国際協同組合年等をふまえた新聞広告を、全国紙 5 紙と地方紙・

ブロック紙 18 紙に掲載 

 2012 国際協同組合年全国実行委員会の後援事業として、日本共済

協会セミナーを開催 

 「日本共済協会結成 20 周年・2012 国際協同組合年 論文・講演

集」を発行 

－ 

 

 

 

5 月 

 

9 月 

 

 

 

 

 

 

12 月 

 国連が決めた国際協同組合年 

 

 

 

 マイナンバー関連 4 法が成立 

 

 中小企業等協同組合法の改正公布（事業協同組合の火災

共済事業の範囲拡大等） 

 

 

 

 

 

 安倍内閣発足 

2013 年  

4 月 

4 月 

 

 

6 月 

11 月 

 

 一般社団法人へ移行申請を行い移行法人となる 

 防衛省職員生活協同組合（防衛省生協）、神奈川県民共済生活協同

組合（神奈川県民共済）、中小企業福祉共済協同組合連合会（中済

連）の 3 団体が、賛助会員として加入 

 「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」に対する意見表明 

 ICMIF ケープタウン総会へ出席 

3 月 

4 月 

 

 

 

6 月 

 TPP 交渉参加表明 

 NOSAI 協会が公益社団法人へ移行 

 

 

 

 全労済協会が一般財団法人へ移行 

2014 年 2 月 

 

 

 第 83 回法制審議会民法（債権関係）部会に対し、損保協会、外国

損害保険協会と連名で「中間利息控除に関する意見」を提出 

 

 

4 月 

4 月 

 

 消費税率が 5%から 8%に引き上げ 

 改正中小企業等協同組合法の施行（事業協同組合の火災



7 月  国際協同組合同盟（ICA）に准会員として加盟  

10 月 

共済事業の範囲拡大等） 

 日火連と全国中小企業共済協同組合連合会が合併 

2015 年 1 月 

 

6 月 

 

9 月 

10 月 

 一般社団法人 JC 総研に第３号会員として加盟 

 

 「共済と保険」誌に掲載した共済の理念と基礎知識の解説を冊子

化（「やさしい共済入門」）し提供 

 災害時共済契約照会制度を開始 

 ICMIF ミネアポリス総会へ出席 

 

2 月 

 

 

9 月 

 

9 月 

 

 農協改革法案の骨格決定 

 

 

 改正マイナンバー法(行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律)成立 

 国連サミットで「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」を採択 

2016 年  

4 月 

 

4 月 

 

10 月 

10 月-3 月 

 

 「協同組合の心を求めて〜『共済と保険』誌巻頭言選集〜」の発

行 

 公益財団法人生協総合研究所へ加盟 

 

 『共済と保険』誌 1959 年の創刊から通巻で 700 号を発行 

 「災害共済給付事業の今後の在り方に関する検討会議（文部科学

省）」や「保険・共済による災害への備えの促進に関する検討会（内

閣府）」にて意見陳述や資料提供 

1 月 

4 月 

 

 

5 月 

 

 

11 月 

12 月 

 日本銀行がマイナス金利導入を発表 

 改正農業協同組合法施行（共済契約締結時の情報提供義

務・意向把握義務の導入等） 

 

 改正保険業法施行(保険募集に係る基本的ルールの創設

等) 

 

 協同組合がユネスコ無形文化遺産に 

 TPP 国会承認・関連法が成立 

2017 年  

8 月-3 月 

 

 

10 月 

11 月 

 

 

 「災害共済給付事業の今後の在り方に関する検討会(文部科学省)」

や「災害に係る住家の被害認定に関する検討会(内閣府)」にて意見

陳述や資料提供 

 ICMIF ロンドン総会へ出席 

 内閣府に対して「公益目的支出計画実施完了確認請求書」を提出

し、一般社団法人への移行が完了 

1 月 

6 月 

 アメリカ トランプ大統領就任 

 民法の一部改正(法定利率の見直し、定型約款に関する規

定の新設等)成立 

2018 年 4 月 

 

 

 

10 月 

 JCA に第 2 号会員として加盟 

 

 

 

 開業医共済協同組合（開業医共済）が賛助会員加入 

4 月 

4 月 

 

6 月 

 日本協同組合連携機構（JCA）の設立 

 農業災害補償法の農業保険法への改正（農業経営収入保

険事業の創設等） 

 民法の一部改正(成人年齢の引き下げ等)成立 

2019 年  

6 月 

7 月 

11 月 

 

 「共済と保険」誌の創刊 60 周年 

 新宿区新宿に事務所を移転 

 ICMIF オークランド総会へ出席 

5 月 

6 月 

10 月 

 元号を令和に改める 

 全労済が、愛称として「こくみん共済 coop」を定める 

 消費税率が 8%から 10%に引き上げ(軽減税率制度を実施) 

2020 年  

 

 

7 月 

 

12 月 

 

 

 

 コロナ禍の中、各種研究会や勉強会・研修会等をオンラインによ

り開催をはじめる 

 ホームページに会員団体向けの動画配信ページを新設 

1 月 

4 月 

4 月 

 

9 月 

12 月 

 

 

12 月 

 政府が新型コロナウイルス感染症を指定感染症に決定 

 改正民法施行(債権法:契約等に関する部分) 

 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言 

 

 菅内閣発足 

 改正漁業法（資源管理措置等の漁業生産に関する基本的

制度の見直し）および改正水産業協同組合法（水産改革

に伴う漁協制度の見直し）の施行 

 労働者協同組合法が成立 

2021 年  

3 月 

 

10 月 

 

 

 生協総合研究所との共催で、ICMIF 会員の新型コロナウイルス感

染症に対する取組みを学ぶ学習会をオンラインにより開催 

 ホームページに共済をわかりやすく説明する動画「3 分 de 共済」

配信を新設 

 

1 月 

 

7 月 

10 月 

 アメリカ バイデン大統領就任 

 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック開催 

 岸田内閣発足 

 


